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1. はじめに 

日本は、その地理的・気象学的特性から、水害をはじめとする自然災害が頻発する国である。長年にわたる

災害対策の経験と技術を基に、日本は水防災分野における国際標準形成を積極的に推進している。本稿では、

その背景、国連水会議 2023 での日本の貢献、国際標準化の必要性、具体的な取り組みである国際ワークショ

ップ協定（IWA）の設立、国際協力の現状と日本の役割、そして今後の展望について概説する。 
2. これまでの日本の国際的な取組と防災における国際潮流 

日本は、過去の災害経験を踏まえ、水関連の国際会議に積極的に関与し、水政策における防災の重要性を国

際的に提起してきた。2015 年の仙台防災枠組採択や国連持続可能な開発目標（SDGs）における災害関連ター

ゲットの設定など、「事前防災」の強化が国際社会で重視される潮流をつくり、日本は防災概念の国際規格で

ある ISO 37179 を発行するなど貢献してきた。国連・世銀水ハイレベルパネルの提言や、隔年で開催される「国

連 水と災害に関する特別会合」においても、予防防災への転換や水防災投資原則が示されるなど、国際的な

意識の高まりが見られる。日本は、世界水フォーラムやアジア太平洋水サミットの開催、COP の場での提言な

どを通じて、水資源管理や気候変動適応における水防災の重要性を訴えてきた。 
3. 国連水会議 2023における日本の主導と水災害対策アクション・ワークフローの提示 

46 年ぶりに開催された国連水会議 2023 において、日本はエ

ジプトと共に共同議長国を務め、「気候、強靭性、環境に関する

水」を主要テーマとした議論を主導した。会議では、上川総理

特使より日本の経験と知見が共有され、水災害対策のためのア

クション・ワークフロー（図 1）が提示された。このワークフ

ローは、リスクの認識から現場での対策実施までの各段階にお

ける具体的な対策を体系的に整理したものであり、国際標準化

を通じて各国の水防災対策の強化に貢献することが期待され

ている。日本は、このアクション・ワークフローを基に、自国

の優れた技術や経験を国際社会と共有し、水防災分野における

国際的な協力を推進している。会議では、気候変動と水資源管理、強靭性の向上と防災インフラの整備、デー

タ共有と早期警戒システムの強化、民間セクターとコミュニティの役割、そして国際標準化の必要性などが重

要なテーマとして議論された。 
4. 水防災の枠組みにおける国際標準化の必要性 

気候変動が進行する中で、水災害のリスクは国境を越えて拡大しており、各国が異なる基準で対策を講じる

だけでは限界がある。水防災の枠組みを ISO（国際標準化機構）から発行する規格（ISO 規格）とすることは、

グローバルな一貫性の確保、技術移転とベストプラクティスの共有、国際的な信頼性と透明性の向上、そして

持続可能な開発目標（SDGs）への貢献といった多くの利点と必要性を持つ。ISO 規格化により、各国が共通の

フレームワークに基づき協調して水災害に対応することが可能となり、国際的な災害対応や復旧活動の効率
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図 1 アクション・ワークフロー 



 

向上が期待される。 
5. 水防災に関する既存の ISO専門委員会と課題、そして IWA設立への動き 

水防災に関連する既存の ISO/TC としては、ISO/TC 268（持続可能な都市とコミュニティ）、ISO/TC 224（水

道、下水道及び雨水のシステムとサービス）、ISO/TC 292（セキュリティ及びレジリエンス）などが存在する。

しかし、TC268 は流域全体を考慮した水防災の包括的な議論には限界があり、TC292 は広範なレジリエンス概

念を扱うため水防災に特化した議論が難しい。また、TC224 は主に上下水道システムに焦点が当てられてお

り、洪水対策といった水防災の側面は十分にカバーされていない。このような背景から、既存の TC での議論

ではなく、国際ワークショップ協定（IWA）を ISO 内に構築するという新たなアプローチを選択した。 
6. 国際ワークショップ協定（IWA）の目的と期待される成果 

水防災分野の専門家及び関連 ISO/TCからの

リエゾンによる国際ワークショップ協定

(IWA)を設置し、同 IWA に基づく議論を通じ

て、水防災（水文学的リスク）に関する新たな

文書の作成を目指している。IWA の設立目的

は、気候変動に伴う水文学的リスクに対応す

るための標準化を進め、各国が共通の指針に

基づいて効果的な防災対策を実施できるよう

にすることである。この取り組みを通じて、気

候変動下での水災害対策指針の整理、新しい国際標準の提案、そして日本企業の海外展開の後押しといった成

果が期待されている。特に、2023 年国連水会議での議論を反映し、水災害への対応策を包括的にまとめた指

針の策定は、各国の政策立案者や防災実務者にとって重要な参考資料となることが期待される。また、IWA 文

書に関連する国際標準の提案を通じて、日本独自の技術や知見を国際標準として規格化することを目指して

いる。さらに、日本の技術が国際標準となることで、海外での水防災分野の取り組みが推進され、日本企業の

海外展開を支援することが期待される。現在、IWA 設置の提案は ISO 中央事務局への提出を終え、ISO/TMB
の承認プロセスに入っている。 
7. 国際協力と日本の役割 

水防災分野（水文学的リスク）の IWA に関する活動については、アメリカ、イギリス、オランダ、韓国等

27 の国・国際機関（国連経済社会局、ユネスコ、世界銀行等）に協力を求めており、概ね賛同を得ている。日

本は、これまでに蓄積してきた防災技術と経験を活かし、関係国・機関と協働しながら国際的なリーダーシッ

プを発揮している。 
8. 今後の展望 

IWA の成果は、2026 年度末に文書発行を目標としている。今後は、関係国・機関との連携を強化し、日本

の防災技術の国際展開を推進していくとともに、国内外の有識者の意見を積極的に取り入れ、持続可能で実効

性のある標準を策定することが求められている。さらに、IWA での議論と成果を基に、水防災に関連する ISO
のシリーズ化を目指すことで、日本の防災技術の国際貢献を一層進め、水防災分野におけるリーダーシップを

発揮し続けることが期待される。 
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図 2  ISO 国際ワークショップ協定（IWA）の進め方 
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